
帯広市地域防災計画（一般災害編）新旧対照表 

1 

 

頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

１ 第１章 総 則 

第３節 計画の効果的促進 

災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化する「減災」の考え方

を防災の基本方針とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害が

できるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に備えなければならない。 

防災対策は、自助(市民)     が自らの安全を自らで守ることをいう。)、共助(市民等が地域に

おいてお互いに助け合うことをいう。)及び公助（道、市及び防災関係機関が実施する対策をいう。）のそ

れぞれが効果的に推進されるよう、市民等並びに道、市及び防災関係機関の適切な役割分担による協働

により着実に実施されなければならない。また、災害発生時は市民自らが主体的に判断し、行動できる

ことが必要であることから、                                  

                                        防災思想・知

識の普及・啓発及び防災教育の推進                     により、防災意識の

向上を図らなければならない。また、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施によ

り地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障害者など

の参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図る必要がある。 

（新規）                                           

                                   

帯広市は、市民・地域と連携し防災・減災に向け取り組むため、「帯広市防災・減災指針」により、災

害に強い安心、安全なまちづくりを推進する。 

 

 

第１章 総 則 

第３節 計画の効果的促進 

災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化する「減災」の考え方

を防災の基本方針とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害が

できるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に備えなければならない。 

防災対策は、自助(市民及び事業者が自らの安全を自らで守ることをいう。)、共助(市民等が地域にお

いてお互いに助け合うことをいう。)及び公助（道、市及び防災関係機関が実施する対策をいう。）のそれ

ぞれが効果的に推進されるよう、防災対策の主体の適切な役割分担による協働により着実に実施されな

ければならない。また、災害発生時は市民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることか

ら、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等についての

住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、防災思想・知

識の普及・啓発及び防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化により、社会全体としての防災意識の

向上を図らなければならない。 

また、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るた

め、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参

画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図る必要がある。 

令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における過密抑制など感染症対

策の観点を取り入れた防災対策の推進を図らなければならない。 

帯広市は、市民・地域と連携し防災・減災に向け取り組むため、「帯広市防災・減災指針」により、災

害に強い安心、安全なまちづくりを推進する。 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

 

 

５ 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

６ 指定公共機関 

北海道電力

㈱帯広支店 

①電力施設等の防災管理を行うこと。 

②災害時における電力の円滑なる供給を行うこと。 

③電力施設の災害と復旧見込み等の周知を行うこと。 

 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

６ 指定公共機関 

北海道電力

ネットワー

ク（株）帯広

支店 

①電力施設等の防災管理を行うこと。 

②災害時における電力の円滑なる供給を行うこと。 

③電力施設の災害と復旧見込み等の周知を行うこと。 

 

 

 

分社化による修

正 

 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 帯広市の概況 

第１節 自然条件 

（略） 

３ 気象 

（略） 

（２）過去の気象記録 

年 

気温（℃） 平均湿度 総降水量 最深積雪 日照時間 平均風速 

平均気温 最高気温 最低気温 （％） （ｍｍ） （ｃｍ） （時間） （ｍ/ｓ） 

30 7.5 34.5 -21.3 73 1107.0 106 1986.9 1.9 

R元 7.9 38.8 -24.5 72 778.0 33 2152.6 2.2 
 

 

 

第２章 帯広市の概況 

第１節 自然条件 

（略） 

３ 気象 

（略） 

（２）過去の気象記録 

年 

気温（℃） 平均湿度 総降水量 最深積雪 日照時間 平均風速 

平均気温 最高気温 最低気温 （％） （ｍｍ） （ｃｍ） （時間） （ｍ/ｓ） 

30 7.5 34.5 -21.3 73 1107.0 106 1986.9 1.9 

R元 7.9 38.8 -24.5 72 778.0 33 2152.6 2.2 

R2 8.1 35.8 -22.4 74 716.0 78 2011.7 1.9 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点の修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

16-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 被害想定 

 

洪水 

（１）現況 

洪水により被害が想定されるものとしては、集中豪雨や局地的大雨による河川の氾濫や堤防の決

壊があり、これに伴い、建物の浸水や道路の冠水などが発生することが考えられる。 

帯広市の年間降水量は全道平均より低く、全国的に見ても小雨地帯であるが、市街地は全国有数

の流域面積を誇る十勝川と札内川に囲まれ、これらの川の支川が市内を流れている。また、市街地

は扇状地からなる急勾配の地形となっており、破堤した場合に氾濫流により甚大な被害が発生する

可能性がある。 

過去の代表的な洪水被害の事例として、1981年（昭和56年）の台風12号や2016年（平成28

年）の台風10号の影響による被害があり、建物の浸水や橋梁の崩落、農地の流出など、帯広市を

はじめ十勝管内で甚大な被害を及ぼした。 

 

（２）国・北海道の浸水想定 

国や北海道では、洪水により重大な、又は相当な損害を生ずるおそれがある河川を洪水予報河川

や水位周知河川として指定している。これらの河川において、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保

し、又は浸水を防止することにより被害の軽減を図るため、想定最大規模降雨により当該河川が氾

濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定し、浸水深等を示した洪水浸水

想定区域図を作成し、公表している。 

 

  洪水浸水想定区域図が作成されている帯広市内の河川 

河川管理者 河川名 

国（洪水予報河川） 十勝川、札内川、帯広川 

北海道（水位周知河川） 途別川、売買川、帯広川、ウツベツ川、柏林台川、新帯広川 

 

（３）帯広市の被害想定 

  帯広市では、国や北海道が公表した洪水浸水想定区域図を統合した帯広市洪水ハザードマップを作 

成し、公表している。帯広市洪水ハザードマップを基に、洪水浸水想定区域内の人口や全国及び十勝

における実災害時の避難率を用いて避難者数を推計した。推計の結果については次のとおりである。 

洪水浸水想定区域内の人口 約128,500人 

避難率 13％ 

洪水による避難者数 約16,700人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水の被害想定

を追加 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

16-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市洪水ハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水の被害想定

を追加 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

 

 

 

18 

 

第３章 防災組織 

第１節 組織計画 

１ 帯広市防災会議 

（略） 

（３）防災会議の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 防災組織 

第１節 組織計画 

１ 帯広市防災会議 

（略） 

（３）防災会議の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社化による修

正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 帯広市災害対策本部 

 

 

別表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 帯広市災害対策本部 

 

 

別表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務分掌の変更

に伴う修正 

 

 

 

 



帯広市地域防災計画（一般災害編）新旧対照表 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所の開設・

運営体制の強化

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所の開設・

運営体制の強化

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所の開設・

運営体制の強化

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所の開設・

運営体制の強化

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所の開設・

運営体制の強化

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所の開設・

運営体制の強化

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

43 第４節 気象業務に関する計画 

１ 気象業務組織 

（略） 

（２）予報区担当官署の業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 気象業務に関する計画 

１ 気象業務組織 

（略） 

（２）予報区担当官署の業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

季節予報の情報

体系変更（令和

元年6月19日）

に基づく修正 

 

 

 

脱字の修正 

 

 

 

 

 

 

44 

 

 

 

45 

 

 

 

 

 

 

２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報及び火災気象通報 

（略） 

（１）気象等に関する特別警報・警報・注意報の種類、発表基準及び伝達 

ア 種類及び発表基準 

（ア）気象等に関する特別警報 

（略） 

現象の種類 基準 

大雨 
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数

十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合 

（略） 

（カ） 洪水警報及び注意報 

洪水警報 

大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重大な災害が発生するおそれがあると

予想されたときに発表される。対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、

堤防の損傷や決壊による重大な災害があげられる。 

洪水注意報 
大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。 

 

２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報及び火災気象通報 

（略） 

（１）気象等に関する特別警報・警報・注意報の種類、発表基準及び伝達 

ア 種類及び発表基準 

（ア）気象等に関する特別警報 

（略） 

現象の種類 基準 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

 

（略） 

（カ） 洪水警報及び注意報 

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそ

れがあると予想されたときに発表される。対象となる重大な災害として、河川の

増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害があげられる。 

洪水注意報 
河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあ

ると予想されたときに発表される。 

 

 

 

 

 

 

 

警報発表基準の

変更に伴う修正 

 

 

 

気象庁の標準的

な表現に修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

46 

 

 

 

 

 

47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（ケ）指定河川洪水予報（水位の基準地点は別表参照） 

河川の増水や氾濫などに対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるように、あらかじめ

指定した河川               について、区間を決めて水位又は流量を示して発表す

る警報及び注意報。 

帯広開発建設部と釧路地方気象台が共同で作成し、指定した河川ごとに発表する。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（３）気象情報等 

（略） 

ウ  記録的短時間大雨情報 

  府県予報区内で、        数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観

測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したとき

に、府県気象情報の一種として発表する情報。 

（略） 

 

 

（略） 

（ケ）指定河川洪水予報（水位の基準地点は別表参照） 

河川の増水や氾濫などに対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるように、あらかじめ

指定した河川（以下「洪水予報河川」という。）について、区間を決めて水位又は流量を示して発表す

る警報及び注意報。 

帯広開発建設部と釧路地方気象台が共同で作成し、指定した河川ごとに発表する。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（３）気象情報等 

（略） 

ウ  記録的短時間大雨情報 

  府県予報区内で、大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観

測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したと

きに、府県気象情報の一種として発表する情報。 

（略） 

 

 

 

 

 

用語の定義の追

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センター変更に

よる修正 

 

 

 

 

 

分社化による修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁の標準的

な表現に修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 災害予防計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁の基準値

の変更に伴う修

正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

52 

 

 

 

 

第４章 災害予防計画 

第１節 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画 

（略） 

５ 学校教育関係機関における防災思想・知識の普及・啓発及び教育の推進 

（１）学校においては、児童生徒に対し、災害の現象、災害の予防等の知識の向上及び防災の実践活動

（災害時における避難、保護の措置等）の習得を積極的に推進するものとする。 

 

 

第４章 災害予防計画 

第１節 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画 

（略） 

 ５ 学校教育関係機関における防災思想・知識の普及・啓発及び教育の推進 

（１）学校においては、児童生徒に対し、災害の現象、災害の予防等の知識の向上及び防災の実践的

な対応方法（災害時における避難、保護の措置等）の習得を積極的に推進するものとする。 

 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

 

 

64-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 食料等の調達・確保及び防災資機材等の整備  

（略） 

３ 企業・業界団体との優先供給協定の締結 

（１）企業・団体との優先供給等の締結状況 

（略） 

大規模災害時における支援活動に関する協定 一般社団法人ＡＺ－ＣＯＭ 

丸和・支援ネットワーク 
平成31年3月6日 

災害時における自動車及び付属機器の貸与に関

する協定 
釧路トヨタ自動車株式会社 令和元年12月4日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 食料等の調達・確保及び防災資機材等の整備  

（略） 

３ 企業・業界団体との優先供給協定の締結 

（１）企業・団体との優先供給等の締結状況 

（略） 

大規模災害時における支援活動に関す

る協定 

一般社団法人ＡＺ－ＣＯＭ 

丸和・支援ネットワーク 
平成31年3月6日 

災害時における自動車及び付属機器の

貸与に関する協定 
釧路トヨタ自動車株式会社 令和元年12月4日 

災害時における福祉用具等の供給に関

する協定書 
一般社団法人日本福祉用具供給協会 令和2年3月31日 

災害時における次世代自動車からの電

力供給の協力に関する協定 帯広トヨペット株式会社 令和2年4月24日 

災害時における次世代自動車からの電

力供給の協力に関する協定 トヨタカローラ帯広株式会社 令和2年4月24日 

災害時における次世代自動車からの電

力供給の協力に関する協定 十勝三菱自動車販売株式会社 令和2年4月24日 

災害時における次世代自動車からの電

力供給の協力に関する協定 帯広日産自動車販売株式会社 令和2年4月24日 

災害時における次世代自動車からの電

力供給の協力に関する協定 帯広三菱自動車販売株式会社 令和2年4月24日 

災害時における次世代自動車からの電

力供給の協力に関する協定 ネッツトヨタ帯広株式会社 令和2年4月24日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定締結に伴う

追加 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10節 消防計画 

別表１ 消防機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10節 消防計画 

別表１ 消防機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出張所の統廃合

による修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

現有施設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

現有施設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出張所の統廃合

による修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消防職員・団員及び消防車両 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消防職員・団員及び消防車両 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出張所の統合に

よる修正及び車

両、団員数の変更

に伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83 

 

 

 

 

 

 

 

84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）水利 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成３１年４月１日現在 

 

 

第11節 水害予防計画 

１ 現  況 

  本市の河川数は、１級河川が２６本、準用河川が５本、普通河川が９０本となっている。 

  このうち、水防上特に注意を要する重要水防箇所は、１５３箇所（平成３０年２月時点）（帯広市水

防計画「資料編」に掲載）となっている。 

 

（略） 

 

５ 災害時要援護者が利用する施設の洪水予報等の伝達 

（略） 

伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 基 数 合 計 

消 火 栓 
公設 1,737 

1,824 
私設 87 

防火水槽 
公設 47 

130 
私設 83 

井  戸 公設 39 

（３）水利 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年４月１日現在 

 

 

第11節 水害予防計画 

１ 現  況 

  本市の河川数は、１級河川が２６本、準用河川が５本、普通河川が９０本となっている。 

  このうち、水防上特に注意を要する重要水防箇所は、１３６箇所（令和２年度）（帯広市水防計画

「資料編」に掲載）となっている。 

 

（略） 

 

５ 災害時要援護者が利用する施設の洪水予報等の伝達 

（略） 

 

伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 基 数 合 計 

消 火 栓 
公設 1,737 

1,823 
私設 86 

防火水槽 
公設 47 

130 
私設 83 

井  戸 公設 34 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社名の修正とセ

ンター変更によ

る修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

89 

 

 

 

 

 

 

第13節 雪害予防計画 

《帯広市雪害対策要綱》 

（略） 

（３）空港事務所 

  ア 空港及び駐車場等の除排雪について、関係機関と協議し、あらかじめ計画を立てておくこと。 

（略） 

 

第13節 雪害予防計画 

《帯広市雪害対策要綱》 

（略） 

（３）観光交流課 

  ア 空港及び駐車場等の除排雪について、関係機関と協議し、あらかじめ計画を立てておくこと。 

（略） 

 

 

空港民営化に伴

う修正 

 

 

 

102 第５章 

第１節 災害情報収集・伝達計画 

（略） 

４ 予報 

（１）気象情報の伝達系統及び方法 

（略） 

別図 

《気象予報警報等伝達系統図》 

 

第５章 

第１節 災害情報収集・伝達計画 

（略） 

４ 予報 

（１）気象情報の伝達系統及び方法 

（略） 

別図 

《気象予報警報等伝達系統図》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センター変更に

よる修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分社化による修

正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

125 第２節 災害通信計画 

（略） 

別表１ 

（略） 

８ 帯広空港無線局 

（１）基地局   １局 

（２）移動局   40局（車載型24局 携帯型16局） 

７ 消防機関（消防局・消防署・消防団） 

（１）一般用電話     26回線（一般消防業務及び問い合わせ用） 

（２）１１９番災害専用受付回線 16回線 

（３）専用電話    10回線（7署所端末、警察署、北海道電力、帯広ガス） 

（４）無線電話 

ア 固定局     15局  

イ 移動局     95局（消防署、各出張所、分団） 

            （車載型 37局、携帯型 33局、卓上型 5局、署活 20局） 

 

第２節 災害通信計画 

（略） 

別表１ 

（略） 

８ 帯広空港無線局 

（１）基地局   １局 

（２）移動局   41局（車載型25局 携帯型16局） 

 

７ 消防機関（消防局・消防署・消防団） 

（１）一般用電話     26回線（一般消防業務及び問い合わせ用） 

（２）１１９番災害専用受付回線 16回線 

（３）専用電話    9回線（6署所端末、警察署、北海道電力ネットワーク、帯広ガス） 

（４）無線電話 

ア 固定局     14局  

イ 移動局     95局（消防署、各出張所、分団） 

            （車載型 37局、携帯型 33局、卓上型 5局、署活 20局） 

 

 

 

 

 

 

 

出張所の統合に

よる修正 

 

分社化による修

正 

 

 

 

 

空港民間委託に

伴う修正 

 

127 第３節 災害広報・情報提供計画 

（略） 

３ 災害情報等の発表の方法（発表責任者 広報第１班長） 

（略） 

（２） 住民に対する広報の方法及び内容 

  ア 一般住民並びに罹災者に対する広報活動は、次の方法により行うものとし、誤報道による混乱

の防止に万全を期するものとする。 

    また、高齢者、障害者等の災害時要援護者への伝達に十分配慮する。 

  （ア）新聞、ラジオ(コミュニティＦＭ放送を含む。)、テレビ、有線放送、ワンセグ放送、インター

ネット                   防災情報システムのメールサービス、郵便

局等の利用 

 

第３節 災害広報・情報提供計画 

（略） 

３ 災害情報等の発表の方法（発表責任者 広報第１班長） 

（略） 

（２） 住民に対する広報の方法及び内容 

  ア 一般住民並びに罹災者に対する広報活動は、次の方法により行うものとし、誤報道による混乱

の防止に万全を期するものとする。 

    また、高齢者、障害者等の災害時要援護者への伝達に十分配慮する。 

  （ア）新聞、ラジオ(コミュニティＦＭ放送を含む。)、テレビ、有線放送、ワンセグ放送、インター

ネット（SNS含む）、緊急情報一斉伝達システム、防災情報システムのメールサービス、郵便

局等の利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム導入等

に伴う修正 

 

135 

 

 

 

 

 

 

 

 

137 

 

 

 

第５節 避難対策計画 

（略） 

１ 避難実施責任者及び措置内容 

（略） 

特に、市は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高齢者等の

避難支援対策を充実・強化するものとし、避難勧告及び避難指示（緊急）        のほか、災

害時要援護者の避難に資する避難準備・高齢者等避難開始を必要に応じて伝達する。 

（略） 

４ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告避難指示（緊急）の伝達方法 

市は、避難準備・高齢者等避難開始の提供、避難のための立退きの勧告・指示、又は屋内での待避

等の安全確保措置の指示に当たっては、消防機関等関係機関の協力を得つつ、        生命

や身体に危険が及ぶ恐れがあることを認識できるように避難勧告等の伝達文の内容を工夫すること

第５節 避難対策計画 

（略） 

１ 避難実施責任者及び措置内容 

（略） 

特に、市は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高齢者等の

避難支援対策を充実・強化するものとし、避難勧告、避難指示（緊急）及び災害発生情報        

のほか、災害時要援護者の避難に資する避難準備・高齢者等避難開始を必要に応じて伝達する。 

（略） 

４ 避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報及び避難準備・高齢者等避難開始の周知 

  市は、避難勧告等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、避難勧告等の発令に当たって

は、消防機関等関係機関の協力を得つつ、次の事項について、生命や身体に危険が及ぶ恐れがあるこ

とを認識できるように避難勧告等の伝達文の内容を工夫することや、その対象者を明確にすること、

 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

138 

 

 

 

 

 

139 

 

 

 

や、その対象者を明確にすること、                   対象者ごとに     

       とるべき避難行動について、住民にとって具体的でわかりやすい内容とするよう配慮

し、防災行政無線、北海道防災情報システム、Ｌアラート（災害情報共有システム）、サイレン、広報

車両、テレビ、ＣＡＴＶ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を

含む。）、インターネット                 など複数の手段を有機的に組み合わせ、

迅速かつ的確に、当該地域の住民等に対して伝 達し住民の迅速かつ円滑な避難を図る。 

（略） 

 

（２）ラジオ、テレビ、有線放送、電話等による伝達 

   各報道機関に対し、避難勧告、避難指示（緊急）又は避難準備・高齢者等避難開始を行った旨を連

絡し、関係住民に伝達すべき事項を示し報道するよう協力を求めるとともに、インターネッ

ト               、コミュニティＦＭ放送、緊急情報メール、北海道防災情報シ

ステムのメールサービス、電話等を通じ伝達する。 

（略） 

９ 避難所の開設    

 (１）市は、発災時              に必要に応じ、洪水、土砂災害等の危険性を十分

配慮し避難所を開設するとともに、住民等に周知徹底を図るものとする。また、災害時要援護者の

ため、      福祉避難所を開設するものとする。 

（略） 

   さらに、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等災害時要援護者、                

            に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館やホテル等を借 

り上げる等、多様な避難所を確保し、避難支援に努めるとともに、災害時要援護者 が災害時に速 

やかに避難することができる支援体制の確立に努めるものとする。 

（略） 

１０ 避難所の管理運営等 

（略） 

（７）市は避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視

点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用

下着の女性による配布、避難所における安全性の確保など女性や子育て家庭のニーズに配慮した避

難所の運営  に努めるものとする。 

（略） 

（９）市は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化                

        等にかんがみ、必要に応じて旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。 

 

 

避難勧告等に対応するレベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき避難行動につ

いて、住民にとって具体的でわかりやすい内容とするよう配慮し、防災行政無線、北海道防災情報シ

ステム、Ｌアラート（災害情報共有システム）、サイレン、広報車両、テレビ、ＣＡＴＶ、ラジオ（コ

ミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、インターネット（SNS含む）、

緊急情報一斉伝達システムなど複数の手段を有機的に組み合わせ、迅速かつ的確に、当該地域の住民

等に対して伝達し、住民の迅速かつ円滑な避難を図る。 

（略） 

 

（２）ラジオ、テレビ、有線放送、電話等による伝達 

   各報道機関に対し、避難勧告、避難指示（緊急）又は避難準備・高齢者等避難開始を行った旨を連

絡し、関係住民に伝達すべき事項を示し報道するよう協力を求めるとともに、インターネット（SNS

含む）、緊急情報一斉伝達システム、コミュニティＦＭ放送、緊急情報メール、北海道防災情報シス

テムのメールサービス、電話等を通じ伝達する。 

（略） 

９ 避難所の開設    

 (１）市は、発災時及び災害発生のおそれがある時に必要に応じ、洪水、土砂災害等の危険性を十分

配慮し避難所を開設するとともに、住民等に周知徹底を図るものとする。また、災害時要援護者の

ため、必要に応じて福祉避難所を開設するものとする 

（略） 

   さらに、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等災害時要援護者、新型コロナウイルス感染症を含む

感染症の発生状況等に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館やホテル等を借り上げ

る等、多様な避難所を確保し、避難支援に努めるとともに、災害時要援護者等が災害時に速やかに

避難することができる支援体制の確立に努めるものとする。 

（略） 

１０ 避難所の管理運営等 

（略） 

（７）市は避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視

点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用

下着の女性による配布、避難所における安全性の確保など女性や子育て家庭のニーズに配慮した避

難所の運営管理に努めるものとする。 

（略） 

（９）市は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化、新型コロナウイルス感染症を含む

感染症の発生状況等にかんがみ、必要に応じて旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム導入に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の修正 

 

道の修正に伴う

修正 

 

感染症対策とし

て追記 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

 

 

感染症対策とし

て追記 
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第８節 交通応急対策計画 

（略） 

４ 北海道緊急輸送道路ネットワーク計画 

（略） 

（２）緊急輸送道路の区分及び道路延長（平成28年3月末時点） 

（略） 

  ア 第１次緊急輸送道路ネットワーク 

        道庁所在地(札幌市)、地方中心都市及び重要港湾、                   

  空港、         総合病院、自衛隊、警察、消防等を連絡する道路 

〈道路延長7,092.3㎞〉 

  イ 第２次緊急輸送道路ネットワーク 

        第１次緊急輸送道路と市町村役場、主要な防災拠点(行政機関、公共機関、主要駅、  港

湾                                              

、ヘリポート、災害医療拠点、備蓄集積拠点、広域避難地等）を連絡する道路 

    〈道路延長3,579.1㎞〉 

第８節 交通応急対策計画 

（略） 

４ 北海道緊急輸送道路ネットワーク計画 

（略） 

（２）緊急輸送道路の区分及び道路延長（平成28年3月末時点） 

（略） 

  ア 第１次緊急輸送道路ネットワーク 

        道庁所在地(札幌市)、地方中心都市及び重要港湾、地方港湾（耐震強化岸壁を有するもの）、   

拠点空港、公共用ヘリポート、総合病院、自衛隊、警察、消防等を連絡する道路 

〈道路延長7,092㎞〉 

  イ 第２次緊急輸送道路ネットワーク 

        第１次緊急輸送道路と市町村役場、主要な防災拠点(行政機関、公共機関、主要駅、地方港湾

（耐震強化岸壁を有するものを除く）、第３種漁港、第４種漁港（耐震強化岸壁を有するもの）、

地方管理空港、共用空港、その他の空港、災害医療拠点、備蓄集積拠点、広域避難地等）を連絡

する道路 

    〈道路延長3,579㎞〉 

 

 

 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

153 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 輸送計画 

 

災害による被災者の避難、傷病者の収容、災害応急対策要員の移送、応急対策用資機材、物資の輸送

の実施に関する計画は、次に定めるところによる。 

                                                                                                                                       

                                                                                                                                  

                                                                           

                             

 

 

第９節 輸送計画 

 

災害による被災者の避難、傷病者の収容、災害応急対策要員の移送、応急対策用資機材、物資の輸送

の実施に関する計画は、次に定めるところによる。 

  なお、市は緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ、運送事業者等と物資の保管、荷捌き及び

輸送に係る協定を締結するなど体制の整備に努めるものとする。その際、市は災害時に物資の輸送拠点

から指定避難所等までの輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ、適切な物資の

輸送拠点を選定しておくよう努めるものとする。 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 
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第１１節 給水計画 

（略） 

１ 実施責任 

（１）帯広市（上水道区域：上下水道部、簡易水道区域：農政部） 

（略） 

  イ 生活用水の確保 

     災害時の生活用水の水源として、緊急貯水槽と配水池の貯留水をはじめ、プールの水等を給水す

るものとする。 

（略） 

３ 応急給水に伴う用語の定義 

（１）常設拠点給水 

     配水池、緊急貯水槽等貯留施設に臨時の給水栓を設置し、被災者に給水する方法をいう。 

（２）常設拠点給水箇所 

   上記の方法で給水する場所をいう。 

（３）拠点運搬給水 

   常設拠点給水でカバーできない地域について、収容避難所を中心に給水拠点を定め、その拠点へ運

搬して被災者に給水する方法をいう。 

（４）拠点運搬給水箇所 

   上記の方法で給水する場所をいう。 

（略） 

４ 目標応急給水量（１人１日給水量） 

（略） 

表－１   目標応急給水量の設定表 

１ 
発災後３日間 

３㍑／人日 

 この期間は混乱しており、当面の飲料水を常設拠点給水（緊急貯水

槽・配水池）及び運搬給水により対応する。 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１節 給水計画 

（略） 

１ 実施責任 

（１）帯広市（上下水道部） 

（略） 

  イ 生活用水の確保 

     災害時の生活用水の水源として、緊急貯水槽と配水池の貯留水を主体として給水するものとす

る。 

（略） 

３ 応急給水に伴う用語の定義 

（１）常設拠点給水 

     緊急貯水槽に臨時の給水栓を設置し、被災者に給水する方法をいう。 

（２）常設拠点給水箇所 

   上記の方法で給水する場所をいう。 

（３）運搬給水 

   避難所等へ水を運搬して被災者に給水する方法をいう。 

（４）拠点運搬給水箇所 

   上記の方法で給水する場所をいう。 

 

（略） 

４ 目標応急給水量（１人１日給水量） 

（略） 

表－１   目標応急給水量の設定表 

１ 
発災後３日間 

３㍑／人日 

 この期間は混乱しており、当面の飲料水を常設拠点給水（緊急貯

水槽）及び運搬給水により対応する。 

（略） （略） （略） 
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５ 応急給水活動 

    応急給水の方法は、動員可能な人員、車両数を考慮し、次の順位で選択する。 

 

 表－２  応急給水方法 

順  位 方        法 備                考 

１ 常設拠点給水 
緊急貯水槽（   １００㎥）、川西浄水場配水池（１，１０

０ｔ）、大正配水池（７００ｔ） 

２ 運搬給水  

※１について 

 常設拠点給水箇所への臨時の給水栓の設置及び管理は給水班及び農政班が実施する。 

 なお、緊急貯水槽については、設置のみ給水班が行い、その後の管理は避難所にいるリーダーに依頼す

ることとする。 

 応急給水は次の順位で実施する。 

 

 表－３  応急給水先の順位 

順  位 給    水    先 備                考 

１ 病院，老人ホーム 

 ２ 災害対策関係機関 

３ 避難所 

４ その他 飲食店，公衆浴場等 

給水班は応急給水拠点で市民への災害情報提供のため、災害情報広告紙を配布することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 応急給水活動 

    応急給水の方法は、動員可能な人員、車両数を考慮し、次の順位を基本とする。 

 

 表－２  応急給水方法 

順  位 方        法 備                考 

１ 常設拠点給水 緊急貯水槽（８０～１００㎥） 

２ 運搬給水  

※１について 

 常設拠点給水箇所への臨時の給水栓の設置及び管理は給水班が実施する。 

 なお、緊急貯水槽については、設置のみ給水班が行い、その後の管理は避難所にいるリーダーに依頼す

ることとする。 
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164 

 

 

 

 

 

６ 運搬給水計画 

(１)運搬給水の方針 

 （略） 

  避難所への運搬給水については、       日本水道協会北海道地方支部および自衛隊の応援

により実施することとする。 

  職員は、医療機関、福祉施設、災害対策関係機関、独居老人世帯等からの要請に対する運搬給水を行

なうこととする。この場合、      業者から車両及び運転手を借り上げ、実施することとする。 

（略） 

（２）運搬給水用機材の備蓄計画 

（略） 

機  材 名 形  状・規 格 数  量 備  考 

給水タンク ２㎥ 5基  

  〃  １㎥ ２１基  

                   

            

テント ３号（2.7×4.5） ４張  

ジェットヒーター 100Ｖ、ＨＲ120Ｄ ４台  

発電機 100Ｖ、9.0Ａ ４台  

給水タンク車 加圧ポンプ付1.5㎥ １台  

給水タンク車 加圧ポンプ付3.1㎥ １台  

 なお、備蓄にあたっては、必要となる機材を計画的に備蓄するものとする。 

 

７ 農村部の営農用水及び簡易水道に係る給水計画 

  農村部の営農用水及び簡易水道に係る給水計画は上記の計画に準ずる。 

 

８ 応援の要請 

 

６ 運搬給水計画 

(１)運搬給水の方針 

 （略） 

  避難所への運搬給水については、給水班もしくは日本水道協会北海道地方支部および自衛隊の応援

により実施することとする。 

  職員は、医療機関、福祉施設、災害対策関係機関、独居老人世帯等からの要請に対する運搬給水を行

なうこととする。この場合、必要に応じて業者から車両及び運転手を借り上げ、実施することとする。 

（略） 

（２）運搬給水用機材の備蓄計画 

（略） 

機  材 名 形  状・規 格 数  量 備  考 

給水タンク ２㎥ 5基  

  〃  １㎥ １基  

組み立て式コンテナ １㎥ ３０基  

応急給水栓  ２０基  

テント ３号（2.7×4.5） ４張  

ジェットヒーター 100Ｖ、ＨＲ120Ｄ ４台  

発電機 100Ｖ、9.0Ａ ４台  

給水タンク車 加圧ポンプ付1.5㎥ １台  

給水タンク車 加圧ポンプ付3.1㎥ １台  

 なお、備蓄にあたっては、必要となる機材を計画的に備蓄するものとする。 

 

７ 応援の要請 

 

 

 

 

 

記載の修正 

 

 

 

 

 

 

機材整備による

追加 
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165 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２節 上下水道施設対策計画 

災害に伴い上下水道施設が被災し、供給等が停止した場合は、市民生活そのものを麻痺と混乱に陥

れ、事態として社会経済活動に極めて大きな影響を与えるため、災害時における上下水道施設の復旧お

よび飲料水の確保に対処する動員体制、情報連絡体制を確立し、被害の軽減と速やかな応急対策を実施

するための計画を次のとおり定めるものとする。なお、各施設においても、それぞれ独自の応急対策に

関する計画を定めるものとする。 

 

１ 実施責任 

  上下水道施設対策は、帯広市（上下水道区域：上下水道部、簡易水道区域：農政部）が実施する。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

第１２節 上下水道施設対策計画 

災害に伴い上下水道施設が被災し、供給等が停止した場合は、市民生活そのものを麻痺と混乱に陥

れ、事態として社会経済活動に極めて大きな影響を与えるため、災害時における上下水道施設の復旧お

よび飲料水の確保に対処する動員体制、情報連絡体制を確立し、被害の軽減と速やかな応急対策を実施

するための計画は、次に定めるところによる。 

なお、各施設においても、それぞれ独自の応急対策に関する計画を定めるものとする。 

 

１ 実施責任 

  上下水道施設対策は、帯広市（上下水道部）が実施する。 

（略） 
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165 

 

 

 

 

 

 

166 
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３ 上水道施設  

（１）初期対策 

   災害発生初期における施設の操作、点検、被害状況調査等の実施は、次により行うものとする。 

  ア 施設の運転停止 

    次の場合は、施設修繕班長の判断により施設の運転を停止する。施設修繕班長はその内容を対策

部長に報告する。 

（略） 

エ 被害状況調査報告 

  （ア）被害状況を調査収集した職員は、写真撮影し、水道施設被害調査票により施設修繕班   

            に報告するものとする。 

  （イ）施設修繕班は、被害調査整理簿(以下「整理簿」という。)及び被害状況集計報告書(以下「報

告書」という。)を作成し、対策部長に報告するものとする。 

     なお、    緊急を要する場合や被害状況等に応じて、総務班は整理簿及び報告書を作成

し、施設修繕班に提出する。 

（２）災害復旧作業 

  ア 災害復旧の手順は、原則として水源から順次給水に至るまでの水の流れに従って被害箇所を復

旧するよう計画するものとする。 

      管路の被害が大きく広範囲に断水している場合は、幹線管路を修理復旧した後、避難所・     

    や医療施設に通じる管路を優先的に復旧するものとする。 

  イ 上下水道部災害対策部は、各班及び関係機関の被害状況を集約・分析し、水道施設の全般的な復

旧基本計画を作成して、災害対策会議の決定を受けるものとする。 

（略） 

カ 復旧作業の記録は工事作業日報に記録し、班長に報告し、総務班に提出するものとする。総務班

は、工事作業日報に基づき災害復旧状況報告書を作成し、対策部長に報告するものとする。 

（略） 

（３）応急給水 

（略） 

  イ 災害対策室は、応急給水基本計画書を作成し、災害対策会議の決定を受けるものとする。 

（略） 

（４）災害復旧に係る予算及び措置 

   災害復旧に係る予算及び措置については、災害対策会議において協議をし、総務班長がその事務手

続きに必要な書類を作成しなければならない。 

（略） 

（５）応援体制 

（略） 

  ア 関係機関への派遣要請手続 

    日本水道協会北海道地方支部震害等に伴う水道施設被害復旧に関する相互応援対策要綱（昭和

55年度  第51回支部総会決定）に基づき、日本水道協会北海道地方支部道東地区協議会区長に応

援派遣を要請するものとする。 

（略） 

（ア）災害の状況 

  （イ）必要とする資機材、物資等の品目及び数量 

  （ウ）必要とする職員の職種別人員 

  （エ）応援場所への経路 

（略） 

３ 上水道施設  

（１）初期対策 

   災害発生初期における施設の操作、点検、被害状況調査等の実施は、次により行うものとする。 

  ア 施設の運転停止 

    次の場合は、水道技術管理者の指示により、水道施設班長は施設の運転を停止する。水道施設班

長はその内容を対策部長に報告する。 

（略） 

エ 被害状況調査報告 

（ア）被害状況を調査収集した職員は、写真撮影し、水道施設被害調査票により施設修繕班長に提出

し、対策副部長に報告するものとする。 

  （イ）対策副部長は、被害調査整理簿(以下「整理簿」という。)及び被害状況集計報告書(以下「報

告書」という。)を作成し、対策部長に報告するものとする。 

     なお、総務班は緊急を要する場合や被害状況に応じて、整理簿及び報告書の作成を補佐するも

のとする。 

（２）災害復旧作業 

  ア 災害復旧の手順は、原則として水源から順次給水に至るまでの水の流れに従って被害箇所を復

旧するよう計画するものとする。 

      管路の被害が大きく広範囲に断水している場合は、幹線管路を修理復旧した後、避難所・避難場

所や医療施設に通じる管路を優先的に復旧するものとする。 

  イ 対策副部長は、各班及び関係機関の被害状況を集約・分析し、水道施設の全般的な復旧基本計画

を作成して、対策部長の決定を受けるものとする。 

（略） 

カ 復旧作業の記録は工事作業日報に記録し、班長に報告し、対策副部長に提出するものとする。対策

副部長は、工事作業日報に基づき災害復旧状況報告書を作成し、対策部長に報告するものとする。 

（略） 

（３）応急給水 

（略） 

  イ 対策副部長は、応急給水基本計画書を作成し、対策部長の決定を受けるものとする。 

（略） 

（４）災害復旧に係る予算及び措置 

   災害復旧に係る予算及び措置については、対策部長及び対策副部長と協議をし、総務班長がその事

務手続きに必要な書類を作成しなければならない。 

（略） 

（５）応援体制 

（略） 

  ア 関係機関への派遣要請手続 

    日本水道協会道東地区協議会 災害時相互応援に関する協定書（平成11年3月5日締結）に基

づき、日本水道協会北海道地方支部道東地区協議会区長に応援派遣を要請するものとする。 

（略） 

（ア）災害の状況 

  （イ）必要とする資機材、物資等の品目及び数量 

  （ウ）必要とする職員の職種別人員 

  （エ）応援場所及び応援場所への経路 

（略） 
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169 

 

 

 

 

 イ 自衛隊への派遣要請手続 

  （ア）派遣要請基準 

          災害に際して、応急対策の実施が上下水道部の組織を動員、あるいはその他の手段をもってし

ても不可能又は困難であると認められる場合は自衛隊派遣を要請するものとする。 

  （イ）派遣要請要領 

         管理者は、自衛隊の派遣の必要があると判断される場合には、派遣要請書を市長に提出するも

のとする。またこの場合で口頭又は電話等により要請した場合は、事後、速やかに派遣要請書を

提出するものとする。 

（略） 

（エ）自衛隊受入に関し留意すべき事項 

（略） 

       ｃ  自衛隊の活動に対して、付近住民の積極的な協力を促すなど配慮すること。 

（略） 

ウ 応援受入れ体制 

    災害時における応急給水作業、応急復旧作業等を迅速かつ適切に遂行するため、応援受け入れ体

制に関する指針（第103回支部理事会決定  施行期日昭和55年８月１日）に基づき、次の事項に

ついて留意し、速やかに応援受け入れ体制を確立するものとする。     
（略） 

 エ 相互応援体制 

        日本水道協会北海道地方支部震害等に伴う水道施設被害復旧に関する相互応援対策要綱に基づ

き応援活動を行うものとする。 

（６）安全衛生並びに救急措置 

    災害発生後の職員の安全確保及び負傷者 救出、救護等に関する事項は、次のとおりとする。 

ア  職員の安全確保並びに負傷者の救出及び救護は、総務班が      連絡調整を行うものと

する。 

（略） 

（７）広報 

   管理者は水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み等について広報を実施

し、住民の生活給水に関する不安解消に努めるものとする。  

 

４ 下水道施設  

  下水道施設の災害による被害に対し  、下水道施設班長は雨水、汚水の流下に支障のないように

応急措置を講じ、排水の万全を期することとする。 

（１）活動体制 

  ア 非常配備態勢に基づき、職員を配置し、被害調査、復旧対策を実施する     。 

  イ 処理場          にあっては、監視要員からの報告を基点とし、各処理場の非常配

備編成連絡網により緊急配備態勢をとる     。 

（２）応急復旧対策 

  ア 被害調査 

    排水機能の支障や二次災害の発生を考慮し、管渠にあたっては幹線管渠の流下状況、軟弱地盤

地帯の管渠の調査及びマンホール、ポンプ室、伏越室等の工作物の調査を速やかに行う。 

  イ 応急対策 

  （ア）管渠 

     下水道管渠に対しては、雨水・汚水の流下に支障のないよう迅速に応急処置を講ずるととも

に、本復旧の方針をたてる。枝線の被害は、本復旧を前提とし、幹線の被害は、被害の場所・

程度に応じて応急あるいは本復旧を行う。 

 イ 自衛隊への派遣要請手続 

  （ア）派遣要請基準 

          災害に際して、応急対策の実施が上下水道部の組織を動員、あるいはその他の手段をもってし

ても不可能又は困難であり、自衛隊の派遣が必要であると認められる場合とする。 

  （イ）派遣要請要領 

         管理者は、自衛隊の派遣の必要があると判断される場合には、派遣要請書を市長に提出するも

のとする。口頭又は電話等により要請した場合は、事後、速やかに派遣要請書を提出するものと

する。 

（略） 

（エ）自衛隊受入に関し留意すべき事項 

（略） 

       ｃ  自衛隊の活動に対して、付近住民が積極的に協力できるよう配慮すること。 

（略） 

ウ 応援受入れ体制 

    災害時における応急給水作業、応急復旧作業等を迅速かつ適切に遂行するため、日本水道協会道

東地区協議会 災害時相互応援に関する協定書（平成11年3月5日締結）に基づき、次の事項に

ついて留意し、速やかに応援受け入れ体制を確立するものとする。     
（略） 

 エ 相互応援体制 

        日本水道協会道東地区協議会 災害時相互応援に関する協定書（平成11年3月5日締結）に基

づき応援活動を行うものとする。 

（６）安全衛生並びに救急措置 

    災害発生後の職員の安全確保及び負傷者の救出、救護等に関する事項は、次のとおりとする。 

ア  職員の安全確保並びに負傷者の救出及び救護は、総務班が中心となって連絡調整を行うものと

する。 

（略） 

（７）広報 

   総務班は水道施設に被害が生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み等について広報を実施

し、住民の生活給水に関する不安解消に努めるものとする。  

 

４ 下水道施設  

  下水道施設の災害による被害に対しては、下水道施設班長は雨汚水の流下に支障のないよう応急措

置を講じ、処理機能の低下が起きないよう万全を期することとする。 

（１）活動態勢 

  ア 非常配備態勢に基づき、職員を配置し、被害調査、復旧対策を実施するものとする。 

  イ 処理場及び個別排水処理施設にあっては、委託業者及び市民からの報告を基に非常配備編成連

絡網により緊急配備態勢をとるものとする。 

（２）応急復旧対策 

  ア 被害調査 

  （ア）管渠 

     下水道管渠は、管渠の流下状況やマンホールポンプ室・伏越室等の工作物の被害調査を速や

かに行い、二次災害や排水機能の低下防止に努めるものとする。 

  （イ）処理場 

     処理場施設は、中央監視室での中央点検（監視画面等）を行うとともに、必要に応じ、場内

点検を実施し対応するものとする。 

     また、清川下水処理場は、施設管理業者と連携し、被災状況、流入水量等の異変の把握、流
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169   （イ）処理場 

     停電のため処理場の機能が停止した場合は、自家発電機によってポンプ運転を行い、機能停

止による排水不能の事態が起こらないようにする。 

  （ウ）復旧計画 

     下水道施設の復旧は、市をはじめとして民間企業の協力を得て、できるだけ速やかに､原状

に復旧する。 

（３）広報 

   管理者は下水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み等について広報を実施

し、住民の生活排水に関する不安解消に努めるものとする。  

 

５ 農村部の営農用水施設及び簡易水道施設の対策計画 

  農村部の営農用水施設及び簡易水道施設の対策計画は上記計画に準ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入制限等実施の有無を確認するものとする。 

  （ウ）個別排水処理施設（合併処理浄化槽） 

     個別排水処理施設については、各保守点検委託業者と連携し、被災状況を確認するものとす

る。 

  イ 応急対策 

  （ア）管渠 

     汚水・雨水の流下に支障のないよう迅速に応急処置を講ずるとともに、本復旧の方針をたて

るものとする。 

     下水道幹線の復旧計画は、被害状況（場所・程度）に応じて、応急措置をとるか本復旧とす

るかを適宜判断し計画するものとする。 

     また、下水道枝線は、原則本復旧を前提とした復旧方針をたてるものとする。 

  （イ）帯広川下水終末処理場 

     停電などにより処理場の機能が停止した場合は、自家発電機による運転を行い、機能停止に

よる排水不能の事態が起こらないよう対応するものとする。 

     また、処理場施設の復旧計画は、被害状況に応じて、応急措置をとるか本復旧とするかを適

宜判断し復旧方針をたてるものとする。 

  （ウ）清川下水処理場 

停電などにより処理場の機能が停止した場合は、自家発電機による運転を行い、機能停止に

よる排水不能の事態が起こらないよう対応するものとする。 

     また、処理場施設の復旧計画は、被害状況に応じて、応急措置をとるか本復旧とするかを適

宜判断し、復旧方針をたてるものとする。 

  （エ）個別排水処理施設（合併処理浄化槽） 

     停電などにより浄化槽の機能が停止した場合は、個々の浄化槽の状況を把握し、運転が必要

な場合には自家発電機の確保及び運転により対応し、機能停止による排水不能の事態が起こら

ないように対応するものとする。 

     また、浄化槽の復旧計画は、被害状況に応じて、応急措置をとるか、本復旧とするかを適宜

判断し、復旧方針をたてるものとする。 

  （オ）復旧計画 

    ① 対策副部長は、下水道施設班及び関係機関の被害状況を集約・分析し、下水道施設の全般的

な復旧基本計画を作成して、対策部長の決定を受けるものとする。 

    ② 下水道施設班は、復旧基本計画に基づき復旧実施計画を策定し、災害復旧工事を実施するも

のとする。 

    ③ 下水道の復旧は、市をはじめとして民間企業の協力を得て、できるだけ速やかに現状に復旧

するものとする。 

（３）広報 

総務班は、下水道施設に被害が生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み等について広報を実

施し、住民の生活排水に関する不安解消に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

175 

 

第１５節 電力施設災害応急計画 

 

災害により電気施設に被害が生じ、又は生じるおそれがある場合は、人命・市民生活の確保のた

め、北海道電力㈱帯広支店                は、各設備に有効な予防対策、二次災

害発生の防止対策及び速やかな応急復旧対策を講じ、公共施設としての機能を維持するため、独自の

応急対策に関する電力施設災害応急計画は次に定めるところによる。 

 

第１５節 電力施設災害応急計画 

 

災害により電気施設に被害が生じ、又は生じるおそれがある場合は、人命・市民生活の確保のため、

北海道電力㈱帯広支店、北海道電力ネットワーク㈱帯広支店は、各設備に有効な予防対策、二次災害発

生の防止対策及び速やかな応急復旧対策を講じ、公共施設としての機能を維持するため、独自の応急対

策に関する電力施設災害応急計画は次に定めるところによる。 

 

 

分社化による会

社名追記 

 

 

183 第１９節 防疫計画 

（略） 

３ 防疫の種別と方法 

（１）消毒活動 

ア 浸水家屋、下水その他不潔場所の消毒は、被災後直ちに石灰水等により実施し、特に衛生害虫

の発生のおそれがある場所に対しては、殺虫油剤や乳剤を散布する。 

イ 避難所の便所その他不潔場所の消毒は、次亜塩素酸ナトリウムを用い１日１回以上実施する。 

（２）各世帯における家屋等の消毒 

ア 汚染された台所、浴室及び食器棚は次亜塩素酸ナトリウムを用いて拭浄する。また、床下には

湿潤の程度に応じ、所要の消石灰を散布するよう指導する。 

イ 水洗便所は、次亜塩素酸ナトリウムで消毒し、便槽は消石灰、次亜塩素酸カルシウム（別名さら

し粉）等を投入かくはんする。 

 

第１９節 防疫計画 

（略） 

３ 防疫の種別と方法 

（１）消毒活動 

ア 浸水家屋、下水その他不潔場所の消毒は、被災後直ちに石灰水等により実施し、特に衛生害虫

の発生のおそれがある場所に対しては、殺虫油剤や乳剤を散布する。 

イ 避難所のトイレその他不潔場所の消毒は、次亜塩素酸ナトリウムを用い１日１回以上実施する。 

（２）各世帯における家屋等の消毒 

ア 汚染された台所、浴室及び食器棚は次亜塩素酸ナトリウムを用いて拭浄する。また、床下には

湿潤の程度に応じ、所要の消石灰を散布するよう指導する。 

イ 水洗トイレは、次亜塩素酸ナトリウムで消毒し、便槽は消石灰、次亜塩素酸カルシウム（別名さ

らし粉）等を投入かくはんする。 

 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

185 第２０節 廃棄物処理計画 

（略） 

５ し尿の収集処理の方法 

（１）収 集 

    ア  被災地域の完全収集にあたるものとするが、被災地域での処理能力が及ばない場合は、一時的

に便槽内量の2～3割程度の収集を全戸に実施し、各戸の便所の使用を早急に可能にするものと

する。 

    イ  避難が実施された場合には、避難所及び被災地区を重点的に収集にあたるものとし、状況によ

り、応急仮設便所を設置するものとする。 

 

第２０節 廃棄物処理計画 

（略） 

５ し尿の収集処理の方法 

（１）収 集 

    ア  被災地域の完全収集にあたるものとするが、被災地域での処理能力が及ばない場合は、一時的

に便槽内量の2～3割程度の収集を全戸に実施し、各戸のトイレの使用を早急に可能にするもの

とする。 

    イ  避難が実施された場合には、避難所及び被災地区を重点的に収集にあたるものとし、状況によ

り、応急仮設トイレを設置するものとする。 

 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

189 

 

 

 

 

第２２節 文教対策計画 

（略） 

（３）教育の要領 

    ア  災害の状況に応じ特別 教育計画をたて、できるだけ授業の確保に努めるものとし、授業が不

可能な場合にあっては家庭学習の方法等について指導し、学力の低下を防ぐように努める。 

    イ  特別 教育計画による授業の実施にあたっては、次の点に留意する。 

 

第２２節 文教対策計画 

（略） 

（３）教育の要領 

    ア  災害の状況に応じ特別の教育計画をたて、できるだけ授業の確保に努めるものとし、授業が不

可能な場合にあっては家庭学習の方法等について指導し、学力の低下を防ぐように努める。 

    イ  特別の教育計画による授業の実施にあたっては、次の点に留意する。 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

 



帯広市地域防災計画（一般災害編）新旧対照表 

32 

 

頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

193 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

194 

第２３節 住宅対策計画 

（略） 

（２）応急仮設住宅 

ア 入居対象者 

       次のいずれにも該当する者であること。 

    （ア）住宅が全壊、全焼又は流失した者 

    （イ）居住する住家がない者 

    （ウ）自己の資力では住宅を確保できない経済的弱者で、次に該当する者であること。  

    ａ 生活保護法の被保護者及び要保護者 

    ｂ 特定の資産のない失業者、寡婦、母子世帯、老人、病弱者、身体障害者、勤労者、小企業

者等 

（略） 

（３）住宅の応急修理 

ア 応急修理を受ける者 

災害により住宅が半壊又は半焼し、当面日常生活を営むことができない者で、自らの資力では応

急修理することができない者であること。 

 

（略） 

ウ 修理の範囲と費用 

  （ア）修理の範囲 

  応急修理は、居室、炊事場及び便所等日常生活に欠くことのできない部分で必要最小限とす

る。 

第２３節 住宅対策計画 

（略） 

（２）応急仮設住宅 

ア 入居対象者 

 原則として、住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、自らの資力では住

宅を確保できない者とする。 

 

 

 

 

 

（略） 

（３）住宅の応急修理 

ア 応急修理を受ける者 

災害により住宅が半壊、半焼し、又はこれに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理

をすることができない者。又は、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な程度に住家が

半壊した者。 

（略） 

ウ 修理の範囲と費用 

  （ア）修理の範囲 

  応急修理は、居室、炊事場及びトイレ等日常生活に欠くことのできない部分で必要最小限と

する。 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 

207 第２８節 応急飼料計画 

（略） 

１ 実施責任者 

  家畜飼料 の円滑な確保は、市長（農政部農政班                ）が行う。 

（略） 

２ 応急飼料の確保 

  市長は、被災農家が家畜飼料等を確保ができないときは、農協等と緊密な連携をとり、応急確保に

努めるものとし、 

（略） 

３ 家畜用水の確保 

  災害により営農用水施設の破壊又は用水汚染が生じた場合、自家用井戸又は自然河川水の利用を図

り、速やかに施設の応急修理を行うとともに災害復旧に努めるものとする 

 

第２８節 応急飼料計画 

（略） 

１ 実施責任者 

  家畜飼料等の円滑な確保は、市（農政部農政班、水道施設の災害復旧：上下水道部）が行う。 

（略） 

２ 応急飼料の確保 

  市は、被災農家が家畜飼料等を確保ができないときは、農協等と緊密な連携をとり、応急確保に努

めるものとし、 

（略） 

３ 家畜用水の確保 

  災害により水道施設の破壊又は用水汚染が生じた場合、自家用井戸など代替用水の利用を図り、速

やかに施設の復旧に努めるものとする。 

 

 

農村上下水道の

一元管理化に伴

う修正 

 

232 第３６節 災害救助法の適用計画 

（略） 

４ 救助の実施と種類 

（略） 

救助の種類 実施期間 実施者区分 

避難所の設置 ７日以内 市町村       
 

第３６節 災害救助法の適用計画 

（略） 

４ 救助の実施と種類 

（略） 

救助の種類 実施期間 実施者区分 

避難所の設置 ７日以内 市町村・日赤道支部 

 

 

 

 

 

 

道の修正に伴う

修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

239 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

240 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 事故災害対策計画 

（略） 

第１節 航空災害対策計画 

（略） 

２ 災害予防 

   関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、航空災害を未然に防止するため必要な予防対

策を実施するものとする｡ 

（１）実施事項 

  ア      東京航空局帯広空港出張所、           帯広空港事務所 

  （ア）航空運送事業者に航空交通の安全確保に関する情報を適時・適切に提供し、航空災害を未然に

防止するため適切な措置をとるものとする｡ 

（略） 

３ 災害応急対策 

（１）情報通信 

    航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、次により

実施するものとする｡ 

  ア 情報通信連絡系統 

     航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、次のとおりとする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 事故災害対策計画 

（略） 

第１節 航空災害対策計画 

（略） 

２ 災害予防 

   関係機関は、それぞれの組織を通じて相互に協力し、航空災害を未然に防止するため必要な予防対

策を実施するものとする｡ 

（１）実施事項 

  ア 国土交通省東京航空局帯広空港出張所、北海道エアポート株式会社、帯広市 

  （ア）航空運送事業者に航空交通の安全確保に関する情報を適時・適切に提供し、航空災害を未然に

防止するため適切な措置をとるものとする｡ 

（略） 

３ 災害応急対策 

（１）情報通信 

    航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、次により

実施するものとする｡ 

  ア 情報通信連絡系統 

     航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空港民間委託に

伴う修正 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

240 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

241 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害広報 

（略） 

  ア 実施機関 

          東京航空局帯広空港出張所、帯広空港事務所、航空運送事業者、帯広市、消防機関、

北海道（十勝総合振興局）、帯広警察署 

（略） 

  イ 実施事項 

（略） 

（イ）旅客及び地域住民等への広報 

      関係機関は、報道機関を通じ、又は広報車の利用及び広報板の掲示等により、次の事項につ

いての広報を実施する｡ 

（略） 

 別表１ 

《帯広市航空災害救難対策本部要綱 》 

（略） 

（本部の構成） 

第３条 救難対策本部は、次に掲げる関係諸団体の長及び職員をもって組織する。 

 （１）帯広市 

                   

（２）国土交通省東京航空局帯広空港出張所 

 （３）独立行政法人航空大学校帯広分校 

（４）新千歳航空測候所帯広航空気象観測所 

（５）陸上自衛隊第５旅団帯広駐屯地部隊 

 （６）帯広警察署  

 （７）とかち広域消防局 

 （８）日本航空㈱ 

（９）㈱ＡＩＲＤＯ 

 （10）帯広空港ターミナルビル㈱ 

 （11）   帯広市医師会 

 （12）   十勝医師会 

 （13）㈱ＮＴＴ東日本－北海道 北海道東支店 

 （14）その他 

（本部長、副本部長） 

第４条 救難対策本部に、本部長及び副本部長を置き、次に掲げる者をもってあてる。 

 （１）本部長  帯広市長 

 （２）副本部長 帯広市副市長 

                           

         国土交通省東京航空局帯広空港出張所長      

         独立行政法人航空大学校帯広分校長 

         新千歳航空測候所帯広航空気象観測所総括観測員 

         帯広警察署長 

         とかち広域消防局長 

         帯広市医師会長 

         日本航空㈱帯広支店長 

         ㈱ＡＩＲＤＯ帯広空港所長 

 

（２）災害広報 

（略） 

  ア 実施機関 

     国土交通省東京航空局帯広空港出張所、北海道エアポート株式会社、航空運送事業者、帯広市、

消防機関、北海道（十勝総合振興局）、帯広警察署 

（略） 

  イ 実施事項 

（略） 

（イ）旅客及び地域住民等への広報 

      関係機関は、報道機関を通じ、又は広報車の利用等により、次の事項についての広報を実施

する｡ 

（略） 

 別表１ 

《帯広市航空災害救難対策本部要綱 》 

（略） 

（本部の構成） 

第３条 救難対策本部は、次に掲げる関係諸団体の長及び職員をもって組織する。 

 （１）帯広市 

 （２）北海道エアポート（株） 

（３）国土交通省東京航空局帯広空港出張所 

 （４）独立行政法人航空大学校帯広分校 

（５）新千歳航空測候所帯広航空気象観測所 

（６）陸上自衛隊第５旅団帯広駐屯地部隊 

 （７）帯広警察署  

 （８）とかち広域消防局 

 （９）日本航空㈱ 

（10）㈱ＡＩＲＤＯ 

 （11）帯広空港ターミナルビル㈱ 

 （12）（一社）帯広市医師会 

 （13）（一社）十勝医師会 

 （14）㈱ＮＴＴ東日本－北海道 北海道東支店 

 （15）その他 

（本部長、副本部長） 

第４条 救難対策本部に、本部長及び副本部長を置き、次に掲げる者をもってあてる。 

 （１）本部長  帯広市長 

 （２）副本部長 帯広市副市長 

         北海道エアポート（株）帯広空港事業所長 

         国土交通省東京航空局帯広空港出張所長      

         独立行政法人航空大学校帯広分校長 

         新千歳航空測候所帯広航空気象観測所総括観測員 

         帯広警察署長 

         とかち広域消防局長 

         帯広市医師会長 

         日本航空㈱帯広空港所長 

         ㈱ＡＩＲＤＯ帯広空港所長 

 

空港民間委託に

伴う修正 
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243 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

243 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（部の設置） 

第５条 救難対策本部に諸対策実施の万全を期すため、次の部を置き、それぞれの事務を掌る。 

（略） 

 警備部 

 （１）災害時における空港内の警備に関すること。 

 （２）路面交通の確保に関すること。 

（３）部に部長を置き、本部長が指名する。 

（略） 

（救難対策本部の事務局） 

第９条 救難対策本部に事務局を設け、専任職員若干名を置く。 

２ 専任職員は、総括部空港事務所職員    並びに総括部の中から本部長が指名する者と

する。 

（略） 

 

《 帯広市航空災害救難対策本部組織図 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（部の設置） 

第５条 救難対策本部に諸対策実施の万全を期すため、次の部を置き、それぞれの事務を掌る。 

（略） 

 警備部 

 （１）災害時における空港内の警備に関すること。 

 （２）路面交通の確保に関すること。 

２ 各部の部長は、本部長が指名する。 

（略） 

（救難対策本部の事務局） 

第９条 救難対策本部に事務局を設け、専任職員若干名を置く。 

２ 専任職員は、総括部の帯広市職員（経済部）及び総括部の中から本部長が指名する者とす

る。 

（略） 

 

《 帯広市航空災害救難対策本部組織図 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
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頁 現   行（令和元年２月） 修   正（令和３年３月） 備 考 

244 ６ 医療救護活動 

  航空災害時における医療救護活動については、第５章第18節「医療救護計画」に定めるほか、帯

広市又は一般社団法人帯広市医師会並びに一般社団法人十勝医師会との間で締結した「航空災害時の

医療救護活動に関する協定」に基づき、それぞれの医師会に救護班の派遣    を要請する。 

６ 医療救護活動 

  航空災害時における医療救護活動については、第５章第18節「医療救護計画」に定める。ただ

し、帯広空港及びその周辺における航空災害発生時は、北海道エアポート株式会社と一般社団法人帯

広市医師会並びに一般社団法人十勝医師会との間で締結した「航空災害時の医療救護活動に関する協

定」に基づき、それぞれの医師会に救護要員の派遣又は待機を要請する。 

空港民間委託に

伴う修正 

    

 


